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興施設整備費補助金の補助率は 1/2 と 1/3 の二本建てになった。 
 通産省・経済産業省のエコタウン事業に対する補助金の予算額をみると、ハード事業向けの
施設整備費補助金の規模がソフト事業向けの事業費補助金を大幅に上回っている（表１参照）。
施設整備費補助金のピークはエコタウン事業が実質的にスタートした 1998 年度で、85.1 億円





補助で、補助率は定額で 1/2 相当・1/4 相当とされている。補正後予算で 2002 年度には 27.5
億円計上されたが、2003 年度には 0.8 億円に激減している。 
 
























































































































る融資業務は、1999 年 10 月から日本政策投資銀行に移管した。2004 年４月には独立行政法人

































－ 13 － 
表２ 川崎ゼロ・エミション工業団地の主な立地企業 
立地企業名 設立 資本金 従業者数 事業内容（環境対策） 
コアレックス・ 
三栄レギュレーター(株) 
1963年 3,780 万円 120 名 製紙機械、公害防止装置、古紙再生プ
ラント、トイレットペーパー製造 




大沢工業(株) 1990年 2,000 万円 20 名 鉄骨、建築金物製造、設計施工 
（社内でのごみ削減） 
(株)前田組 1972年  配管設備製作、プラント建設工事 
（ごみ処理、水処理設備の施工） 
(株)近藤鉄工所 1959年 1,000 万円 18 名 鍛造加工 
（加熱燃料を都市ガスにし、Ｃｏ２を
削減） 




朝日工業(株) 1942年 4,000 万円 62 名 制御盤、操作盤用筐体製造 
（作業環境の施工・ごみ処理施策） 
隅田冷凍工業(株) 1948年 1 億円 31 名 アイスクリーム・冷凍食品の保管、梱
包作業（省エネ） 
(株)紙叶 1962年 3,000 万円  再生紙の販売 （再生可能紙の回収） 
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類、生き瓶類を自主的に回収するものである。資源集団回収量は、2000 年度の 5.8 万トンをピー
クとして、2002～2004 年度の 5.1～5.2 万トンへ減少している 13）。集団回収分を含めた家庭系
資源物ごみの回収量が減少傾向を示す中で、市によるペットボトル収集量は 1999 年度の 1,164




『循環型社会白書』（2003 年）によると、2003 年度には再商品化能力 29.2 万トンに対して市町
村の回収量は 21.2 万トン（ペット樹脂の生産量 43.7 万トンに対する回収率は 48.5％）にすぎ
なかった。表２に示される通り、市町村による分別収集見込量は 2006 年度の 25.9％まで増加
しているが、商品化能力とのギャップは解消していない。 
 
－ 18 － 
表４ 川崎市における資源物ごみの市収集量の推移 -家庭系ごみ- 
単位：トン 
年度 ペットボトル 空き缶 空き瓶 古紙 雑金属 乾電池 合計 
１９９８ 38  8,160 9,529 1,129 2,009 213  21,078  
１９９９ 1,164  9,117 11,755 1,104 3,051 255  26,446  
２０００ 1,352  8,942 11,709 943 3,480 235  26,661  
２００１ 1,466  8,491 11,429 624 3,522 232  25,764  
２００２ 1,503  8,069 11,582 528 3,610 266  25,558  
２００３ 2,485  8,306 11,859 420 4,246 290  27,606  
















２００３ 214  292  487  591  
２００４ 229  311  629  655  
２００５ 243  315  757  776  
２００６ 259  317  859  835  





























なっている。ペットボトルでは、㎏当たり経費は収集・保管で 116 円、再商品化委託費で 64
円となっており、市町村が 2/3 を負担している 14）。トレイを中心としてかさばるプラスチック
















































ペットボトル化は 2005 年度に半減している（表６参照）。 
 プラスチック製容器包装では、2001 年度には高炉還元が 35.7％、コークス炉が 42.7％でこ


















－ 21 － 
表６ 容器包装の再商品化製品の内訳-2005 年度- 
トン/％ 
2004 年度 2005 年度 
  



























































































者）は、2006 年度にペットボトルの登録確定数で 67 社、落札数で 46、プラスチックの登録確




































 2001 年、産学公民の連携による「川崎臨海部再生リエゾン研究会」が発足し、2002 年度に「臨
海部再生プログラム」を策定した。再生プログラムでは、新たな街づくりと新産業の創出等に



















－ 24 － 
ズ、味の素、東芝、新日本石油、新日本石油化学、東京電力、東京ガスなど川崎臨海部立地企





























 具体的な活動としては、まず 2004 年度に川崎臨海部立地企業を対象として、廃棄物・副産物
の排出量、運搬状況の現況と廃棄物処理・リサイクルに関する要望等についてのアンケート調























































 川崎市の臨海部再生プログラムにおける役割の 1 つとして、それと川崎市の他の事業とリン










－ 27 － 
２ 二つの環境関連プロジェクト 
 川崎市は 2005 年度に環境省総合環境政策局の「環境と経済の好循環のまちモデル事業」の選
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